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研究成果の概要（和文）：　東日本大震災における復興過程において、人々の生活の復興と制度の復興とにタイムラグ
が生じ、それが復興の実感を妨げている点を、「生活の時間」と「制度の時間」のズレとして分析した。また、そのズ
レが災害後のコミュニティを疲弊させたり、コミュニティの再編を促すことを指摘した。
　他方で、震災後に素早い独自施策を打ち出した被災支援自治体は、避難指示区域外または災害救助法適用外といった
、制度が想定する被災・避難の枠組みからこぼれ落ちてしまう被災・避難者支援を受け入れ、「非自発的な自主避難」
を支えた。減災機能を果たすコミュニティもしくは自治体への注目は、小さな自治、地方自治の重要性への着目につな
がる。
　

研究成果の概要（英文）：　The process of reconstruction of a life ｆrom the East Japan Earthquake,there 
is a time lag between "the time ofvictim's life" and "the time of system"and that is the factors leading 
the community become exhausted and reorganized.
 On the other hand, local governments proposed an original measure after the East Japan earthquake 
immediately.Those governmments accepted and supported the refugees who evocuated for fear of 
radioactivity from the outside of the evacuation areas,becouse the Disaster Relief Act did not support 
them.The attention to the function of disaster risk reduction that the community and the local govemment 
have lead to importance of of the self-government and the local autonomy.

研究分野：環境社会学
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１．研究開始当初の背景 
 
 阪神・淡路大震災後、災害史研究や NPO/ 
ボランティア研究が展開され、環境社会学も
2010 年に学会誌で災害の特集を組むなど、
災害研究を蓄積してきた。加えて、東日本大
震災（原発事故）による環境汚染からの住民
移転、事故後の情報伝達の問題や汚染範囲拡
大の構図、被害構造などは、足尾鉱毒事件、
ラブ・キャナル事件やセベソ事件など、環境
社会学が着目してきた事例との類似点を多
く指摘できる。本研究は、こうした深刻な環
境汚染の被害と避難に関する環境社会学の
研究蓄積を、地域社会学・都市社会学の災害
研究と統合し、特に福島第一原発事故による
避難者（自主避難者を含む）の被害をフィー
ルドでの質的・量的調査から実証的に明らか
にするとともに、避難者の被害を逓減する効
果を持った支援自治体の施策や受け入れ地
域の避難者支援の意義と問題点を多角的に
描き出し、減災自治に関する実践的な政策提
言を行うものである。 
 今回の原発事故では、福島県内の避難者に
対して原子力緊急事態宣言当初より同心円
的な区域設定に沿った対応がなされがちだ
ったが、県外避難者は災害救助法により区域
設定に拘束されない支援を受けることがで
きた。九州・沖縄地方など、遠隔自治体では
自主避難者を支援するボランティア活動が
目立った。「どこに住んでいたか」「どこに避
難するか」が、避難者の避難経験を異なるも
のにしてきた。自治体の支援の動きも多様で、
支援自治体が直接に被災自治体を支援する
ケース、関西広域連合のように支援自治体間
で協議・調整してカウンターパート方式で被
災地を支援するケースなど、地理的特徴や災
害経験を背景にした独創的な支援活動があ
った。また、避難者受け入れ地域では、外部
からのボランティア以上に、当該地域住民と
避難者との関係性構築（双方向的ボランティ
ア生成）が、避難の苦痛軽減に効果を発揮し
てきたという側面がある。 
 東日本大震災での自治体の減災機能につ
いて、実践的思想の転換点として着目し、現
場の声を丹念に拾いながら、自己完結する地
域モデルから、地域間ネットワークによる減
災システムモデルへの可能性を探るという
のが、当初の本研究のモチーフである。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、第 1に、東日本大震災に
よる大規模複合災害を経験した福島県、およ
び関東一円からの避難者・自主避難者の動向
と、避難者受け入れ自治体・地域との関係を、
自治体連携の減災効果、双方向的ボランティ
ア、疑似コミュニティ生成という特徴から明
らかにすることである。第 2に、原発事故が
もたらした被害の相貌や災害救助法など現
状制度の問題点を、災害史研究の視点から析

出することである。第 3に、福島原発事故を
受けてなお根強い原発再稼働の要求が原発
立地地域にあるのはなぜか。当該地域の反原
発運動／原発推進の経緯に関する住民運動
資料を社会運動論・社会変動論の検知から考
察し、福島原発事故の避難者が少なからず原
発立地地域へと移転した状況とパラレルな
論理を析出することである。 
 
３．研究の方法 
 
 全町避難した自治体住民へのアンケート
調査を実施した。また、被災自治体と支援自
治体、避難者及び避難者受け入れ地域住民に
対するヒアリング調査を継続的に実施した。
ヒアリングを通して、避難者個々の社会的関
係資本維持を動機とした「語りがたさ」が浮
かび上がってきたことから、一部に当事者参
加型の調査を導入して個別具体的で顔の見
える調査データの表現・公表形態を「物語化」
する手法を探った。他方で、個人の特定がで
きないようなかたちでデータを処理し、学術
論文等に記した。また、避難の時間の推移に
ともなって変化していく被害の相貌を、制度
や補償との関連で明らかにした。 
 
４．研究成果 
 

（1）福島原発事故で顕在化した諸問題 
東日本大震災は、地方に内在していた諸問題、
過疎化や地域経済の低迷など、もともとあっ
た脆弱性を顕在化させたにすぎないと指摘
された。福島原発事故同様である。 
それは第一に、産官学の原子力複合体の問題
である。反対や批判を押し切って立地をすす
め、地元の経済や社会を原発に依存させ、事
故のリスクを「安全神話」で目隠しし、環境
にやさしいエネルギーであると喧伝してき
た原子力行政、電力会社や関連企業、マスコ
ミや学者など、原発の利権に群がる「原子力
ムラ」（開沼博 2011『「フクシマ」論』青土社）
の問題が、原発事故で改めて問題になった。 
また第二に、安全とリスク軽視の体質である。
1990 年代以降、日仏を除く先進国が「非原
子力化」へのトレンドにあるなかで、高速増
殖炉もんじゅの事故（1995年）、東海村 JOC
事故（1999年）、新潟県中越地震による柏崎
刈羽原発のトラブル（2007 年）など、何度
も重大な事故やトラブルが続いてきたにも
かかわらず（長谷川公一 2011『脱原子力社会
の選択（増補版）』）、「安全神話」を唱えてき
た「原子力ムラ」の危機意識の欠如やリスク
認識のなさ、地方へのリスク転嫁がもたらす
不平等な構図を、福島原発事故は顕在化させ
た。 
第三に、被爆者や公害被害者、重大事故の被
害者がそうであったように、「一方で語りを
強要し、他方で沈黙を強いる」社会の問題で
ある（関礼子 2006「ヒロシマ、あるいはミ
ナマタを語り語られる心と身体」『感性哲学』



６）。福島原発事故をめぐっては、いくつも
の損害賠償請求訴訟が提訴され、多数の ADR
（裁判外紛争解決手続）が行われている。そ
れでもなお、被害の語りを「公」に開くこと
は、大多数の人びとにとって、暗黙のタブー
である。 
「語りを阻む力」は、さまざまな理由で発動
される。それは、ときに身近な他者への「や
さしさの作法」であったり、ときに差別や不
安、苦痛を遠ざけるためであったり、加害者
であると同時に被害者である立場から生じ
るものであったりする。 
東京電力や関連企業に家族や親戚が勤めて
いて、加害者でもあり被害者でもあるという
場合は、被害を訴えにくい。原発で受けてき
た「恩恵」と、福島原発事故がもたらした「災
禍」には、著しい非対象性があるにもかかわ
らず、「これまで恩恵を受けてきたのだから」
「賠償をもらっているのだから」と言われて
沈黙する人がいる。放射線のリスクを語ると
「風評」をあおることになると声を飲み込む
人がいる。福島原発事故での「語りを阻む力」
は、避難者の私憤を公憤に変え、避難の不条
理を公論形成に結びつける回路をも阻んで
きたのである。 
第四に、福島原発事故が顕在化させた最も深
刻な問題は、人を大切にしない「いま、ここ」
であり、未来の象徴であり希望でもある子ど
もさえ大切にしない社会的風潮である。公害
や薬害、格差社会や若者の貧困化の問題で指
摘されているのと同じ根っこが、原発事故を
めぐる対応のなかに見え隠れする。ここに避
難者の問題も位置づけられる。自治体の支援
は、自主避難者の避難の選択可能性や生き方
の選択可能性という点に寄与するものであ
った。 

 
（2）生活の復興 
 大規模災害にともなう環境汚染は文明禍
として立ち現われ、そうした追加的環境ダメ
ージは、被災地域とそこに住む人々の「生」、
すなわち生命や健康、生活、人生や生き様へ
の脅威になるだけでなく、将来世代への「負
の遺産」となる。しかしながら、追加的ダメ
ージを含むトータルな「ものの見方」（高橋
信隆編 2012『環境法講義』信山社）は、法
的にも制度的にも成熟してこなかった。被
災・以外の状況を質的・量的調査から多角的
に捉えることで、被災者・避難者の「生活」
からみた総体としての被害を析出した。 
 
（3）「生活の時間」と「制度の時間」 
 同じ地域の中でも被害には多様性があり、
個々の復興イメージは大きく異なる。上から
提示される問題解決策のみでは、地域社会復
興への合意形成が困難な状況が生じる。また、
ひとたび合意形成が可能になっても、「生活
の時間」と「制度の時間」のズレが、被災・
避難者の当初の意思表示を大きく覆し、合意
を無効化するという事態も広範にみられる。

仮設住宅への入居や、避難指示区域の帰還な
ど、住民の意思表示に基づいて進められたは
ずの復興施策が、次の段階では、被災・避難
者の生活のニーズに合致しないとか、被災・
避難者の状況の変化が合意どおりの行動を
もたらさない、などである。この時間のズレ
を小さく留めるためには、災害時の制度を硬
直的に設計せず、被災現地の状況にあわせた
柔軟さを担保していく必要があるといえる。 
 そのためには、東日本大震災が露呈させた
地域社会の脆弱性や、災害と復興事業が環境
ならびに当該社会にもたらす影響を、被災地
域、当事者の視点で析出していくことが必要
となる。災害復興における合意形成の困難や、
形成された合意が復興プロセスで機能不全
を生じる理由について明らかにするととも
に、地域の実情や被災者の生活からどのよう
な復興策が望ましいと考えられているかを
提示することが必要になる。 
 
（4）制度が措定するコミュニティの位相 
 自治体や NPO,ボランティアや積極的に発
言する「声」の背後には、silent majorityの
聞こえにくい声（つぶやき）がある。そうし
た声を face to faceで拾っていくと、東日本
大震災の「復興」が地方をより脆弱なものに
しているという逆説がみえてくる。「制度の
時間」が措定しているコミュニティが、被
災・避難者の「生活の時間」が選び取ってい
くコミュニティと乖離する状況は、以下のよ
うな点から分析しうる。①復興プロセスのな
かで、自然環境や地域コミュニティの「信頼
システム」はどのように変化したか、②被
災・避難者の合意の基底にある「状況の定義」
が時間の経過により再定義されていく、③コ
ミュニティが変化し、再編されていくプロセ
スや、コミュニティが創発していくなかでの
課題に注目することで、被災・避難者の実感
を伴った「復興」のかたちを模索することが
できる。すなわち、「生活の復興」は個々の
主体性抜きには成し遂げられないのであり、
被災・避難者をディスカレッジするような時
間幅を持ってすすめられる復興施策は、被
災・避難者にとって不合理なものになってい
るということを明らかにした。 
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